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連結決算ハイライト

65,577 63,796 62,731 

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

通期 中間期

133,265 129,203
124,500
（予想）

経常収益

6兆2,731億円
（前中間期比△1.7％）

3,032 
4,206 4,158 

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

通期 中間期

7,952

9,161

7,300
（予想）

経常利益

4,158億円
（前中間期比△1.1％）

1,497 1,801 2,237 

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

通期 中間期

4,606

△289

3,800
（予想）

親会社株主に帰属する当期純利益

2,237億円
（前中間期比＋24.2％）

➢ 2019年3月期のグループ連結当期純利益3,300億円という当初業績予想に対し、中間期は2,237億円（前年同期比+24.2％）
と順調に推移

➢日本郵便におけるゆうパック・ゆうパケットの収益が拡大したこと、かんぽ生命保険における資産運用収益が堅調に推移し
たこと等に加え、第3四半期以降の見通しを考慮し、業績予想を3,800億円に修正

➢中間配当25円は予定どおり実施、期末配当25円も予定どおり実施見込み

注：日本郵政株式会社法第11条に基づき、日本郵政の剰余金の配当その他剰余金の処分（損失の処理を除く。）については、総務大臣の認可を受けなければその効力を生じません。
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2019年 3月期中間決算概要
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日本郵政グループ 決算の概要

（億円） 2019年3月期 第2四半期（中間期）の経営成績

日本郵政グループ
日本郵便 ゆうちょ銀行 かんぽ生命

経常収益 62,731 18,908 9,653 38,983

前中間期比
△ 1,064 ＋ 560 － △ 1,565

（△ 1.7%） （＋ 3.1%） （－） （△ 3.9%）

経常利益 4,158 246 2,233 1,616

前中間期比
△ 48 ＋ 375 － △ 72

（△ 1.1%） （－） （－） （△ 4.3%）

中間純利益 2,237 191 1,592 687

前中間期比
＋ 435 ＋ 362 － ＋ 174

（＋ 24.2%） （－） （－） （＋ 34.1%）

経常利益 6,600 570 3,700 2,200

（中間進捗率） （63.0%） （43.3%） （60.3%） （73.5%）

当期純利益 3,300 450 2,600 880

（中間進捗率） （67.8%） （42.5%） （61.2%） （78.1%）

 2019年3月期 通期業績予想（2018年5月公表）

注1： 億円未満の決算数値は切捨て。また、日本郵政グループ数値と各社数値の合算値は、他の連結処理（持株会社・その他子会社の合算、グループ内取引消去等）があるため一致しない。
注2： 各社の数値については、各社を親会社とする連結決算ベース。また、「中間純利益」及び「当期純利益」は、「親会社株主に帰属する中間純利益」及び「親会社株主に帰属する当期純利益」の数値を

記載。

注3： ゆうちょ銀行の数値については、2018年3月期第3四半期までは連結決算ベースでの数値を作成していないため、前年同期の数値はない（P9からP11までに単体決算ベースの数値を記載。）。
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郵便・物流事業 決算の概要

 取扱数量は、ゆうパック・ゆうパケットが累計では18.1％増ながら足元では伸び率鈍化。ゆうメールは微増、郵便物は微減で推移。

 営業収益は、荷物分野の収益拡大が続き、前中間期比575億円（6.3％）の増収。

 営業費用は人件費・経費ともに増加したものの、それを上回る増収により、営業損益は前中間期比331億円の改善。

2018/3期
中間

営業損益

△ 47

＋ 66
集配運送委託費

＋ 44
その他

営業損益
2019/3期
中間

△ 379

増収
+ 575

人件費
＋ 133

経費（+ 111）

当第2四半期（中間期）の経営成績
（億円）

営業損益の増減分析（前中間期比）

2019/3期
中間

2018/3期
中間

増減

営業収益 9,665 9,089 ＋ 575

営業費用 9,713 9,469 ＋ 244

人件費 6,214 6,080 ＋ 133

経費 3,499 3,388 ＋ 111

営業損益 △ 47 △ 379 ＋ 331

（億円）

ゆうパック ※、ゆうメール ＋ 512

普通郵便 ＋ 38

給与手当等 ＋ 108

法定福利費 ＋ 27

物数の推移物数の推移

国内集配運送委託費 ＋ 70

郵便窓口業務手数料 ＋ 62
機器購入費 △ 32
減価償却費 △ 5

※ 「ゆうパック」には「ゆうパケット」を含む。

7,720 7,455 7,345 

1,658 
1,679 1,721 

313 395 467 

9,691 9,529 9,533 

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

17/3期中間 18/3期中間 19/3期中間

（百万通・個）

ゆうメール

郵便

0

△ 1.5%

＋ 2.5%

＋ 18.1%

＋ 0.0%

△ 3.4%

＋ 1.3%

＋ 26.2% ゆうパック
（ゆうパケット含む。）

△ 1.7%〔営業損益の推移〕
17/3期 中間 18/3期 中間 19/3期 中間
△ 429 △ 379 △ 47
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金融窓口事業 決算の概要

 営業収益は、かんぽ新契約減による保険手数料の減収や、一部事業の絞込みによる物販事業の減収が続いているものの、郵便手数料・銀行

手数料が販売・取扱増により増収となったほか、提携金融事業・不動産事業の堅調が続き、前中間期並みで推移。

 営業費用が人件費・経費ともに減少したことにより、営業利益は前中間期比43億円（18.2％）の増益。

人件費
営業利益 △ 23
2018/3期
中間 受託手数料 その他収益
237 △ 7 ＋ 4

△ 23 280

営業利益
2019/3期
中間経費

2019/3期
中間

2018/3期
中間

増減

営業収益 6,766 6,770 △ 3

営業費用 6,486 6,533 △ 46

人件費 4,588 4,611 △ 23

経費 1,897 1,921 △ 23

営業利益 280 237 ＋ 43

当第2四半期（中間期）の経営成績
（億円）

営業利益の増減分析（前中間期比）

（億円）

保険手数料 △ 88

銀行手数料 ＋ 18
郵便手数料 ＋ 62 提携金融事業 ＋ 17

不動産事業 ＋ 11
物販事業 △ 23

収益構造の推移

物販事業 △ 20
減価償却費 △ 2

1,967 1,895 1,806 

3,090 3,018 3,036 

842 857 920 

961 998 1,003 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

17/3期中間 18/3期中間 19/3期中間

（億円）

その他収益
うち物販事業 610

うち不動産事業 152

うち提携金融事業 123

銀行手数料

＋ 15

保険手数料

郵便手数料

6,766

△ 72

△ 71

＋ 37

△ 90

＋ 62

＋ 18

△ 88

＋ 4

△ 36,7706,861

給与手当等 △ 20
法定福利費 ＋ 5

〔営業損益の推移〕
17/3期 中間 18/3期 中間 19/3期 中間
247 237 280
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国際物流事業 決算の概要

 営業収益は、ロジスティクス事業の収益拡大が続き、前中間期比219百万豪ドル（5.5％）の増収。

 営業損益（EBIT）は、エクスプレス事業などの赤字幅が改善したことにより、前中間期比13百万豪ドル（41.3％）の増益。

 引き続き生産性向上に取り組み、繁忙期を迎える下期での業績拡大を目指す。

2019/3期
中間

2018/3期
中間

増減

営業収益
4,224

（3,465）
4,004

（3,425）
＋ 219
（＋ 40）

営業費用
4,177

（3,426）
3,971

（3,396）
＋ 205
（＋ 30）

人件費
1,296

（1,063）
1,304

（1,115）
△ 7

（△ 51）

経費
2,880

（2,362）
2,667

（2,280）
＋ 212
（＋ 81）

営業損益
(EBIT)

47
（38）

33 
（28）

＋ 13
（＋ 10）

（百万豪ドル、下段括弧内は億円）

注1： 営業損益はトール社のEBITの数値を記載。表の下段括弧内は期中平均レート（2019/3期中間期82.03円/豪ドル、 2018/3期中間期 85.52円/豪ドル）での円換算額をそれぞれ記載。
注2： 2019/3期からのセグメント間の一部事業の組替えにより、2018/3期数値を組替え（全体合計額は一致）。

当第2四半期（中間期）の経営成績事業別の営業損益（EBIT）の推移
（百万豪ドル）

■ロジスティクス事業 ■フォワーディング事業 ■エクスプレス事業 ■コーポレート等

営業損益合計（右目盛）
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日本郵便 決算の概要（まとめ）

 営業収益は、郵便・物流事業の好調が続き、前中間期比557億円（3.0％）増の1兆8,875億円を計上。

 営業損益は前中間期比377億円増の255億円、中間純損益は前中間期比362億円増の191億円を計上し、いずれも中間期として初めて 黒字

に転換。

国際物流
事業収益

人件費
（セグメント合計）

経費
（セグメント合計）

営業費用（連結調整後 + 179）

＋ 169
+ 575

  営業収益（連結調整後 + 557）

郵便・物流
事業収益

金融窓口
事業収益
△ 3

中間純損益
2018/3期
中間

191

2019/3期
中間

中間純損益

△ 171

△ 21

連結調整
  その他 ※

＋ 40 ＋ 59

※ 「連結調整その他」には、連結調整（セグメント間）のほか、営業外損益、
 特別損益、法人税等、非支配株主に帰属する中間純損益を含む。

中間純損益の増減分析（前中間期比）

2019/3期
中間

2018/3期
中間

増減

営業収益 18,875 18,317 ＋ 557

営業費用 18,619 18,440 ＋ 179

人件費 11,866 11,807 ＋ 59

経費 6,752 6,632 ＋ 120

営業損益 255 △ 122 ＋ 377

経常損益 246 △ 128 ＋ 375

特別損益 △ 14 13 △ 28

税引前中間純損益 231 △ 115 ＋ 346

中間純損益 191 △ 171 ＋ 362

当第2四半期（中間期）の経営成績
（億円）

〔中間純損益の推移〕
17/3期 中間 18/3期 中間 19/3期 中間
△ 287 △ 171 191

〔営業損益の推移〕
17/3期 中間 18/3期 中間 19/3期 中間
△ 270 △ 122 255

（億円）
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 当中間期の業務粗利益は、前中間期比374億円減少の7,202億
円。

このうち、資金利益は、国債利息の減少を主因に、前中間期比

689億円の減少。一方、役務取引等利益は、前中間期比58億
円の増加。その他業務利益は、外国為替売買損益の増加等によ

り、前中間期比255億円の増加。

 経費は、前中間期比2億円減少の5,219億円。

 金利が低位で推移するなど厳しい経営環境下、業務純益は前中
間期比371億円減少の1,983億円。

 経常利益は前中間期比337億円減少の2,234億円。

 中間純利益は1,592億円、前中間期比222億円の減益。

 連結中間純利益は1,592億円。通期業績予想に対して61.2％の
進捗率。

 当中間期末の貯金残高は、180兆3,749億円。

 単体自己資本比率（国内基準）は、15.44％。

ゆうちょ銀行（単体） 決算の概要

概要当第2四半期（中間期）の経営成績

2019/3期
中間

2018/3期
中間

増減

業務粗利益 7,202 7,577 △ 374

資金利益 5,491 6,180 △ 689

役務取引等利益 529 471 ＋ 58

その他業務利益 1,181 925 ＋ 255

経費 注1 5,219 5,222 △ 2

一般貸倒引当金繰入額 － 0 △ 0

業務純益 1,983 2,354 △ 371

臨時損益 251 216 ＋ 34

経常利益 2,234 2,571 △ 337

中間純利益 1,592 1,815 △ 222

（参考：連結決算情報）

経常収益 9,653 － －

経常利益 2,233 － －

中間純利益 注2 1,592 － －

2019/3期
中間

2018/3期 増減

貯金残高 注3 1,803,749 1,798,827 ＋ 4,922

単体自己資本比率
（国内基準）

15.44 17.42 △ 1.98

（億円、％）

注1： 臨時処理分を除く。
注2： 親会社株主に帰属する中間純利益の数値を記載。
注3： 未払利子を除く。
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2,437 
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0
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13,101 
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0
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160

170

180

190

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 18/9末
0

ゆうちょ銀行（単体） 営業の状況

注：表示単位未満は切捨て。

貯金残高 役務取引等利益

投資信託（販売額） 投資信託（純資産残高）

（兆円） （億円）

（億円） （億円）
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ゆうちょ銀行（単体） 資産運用の状況

（億円）

2019/3期
中間

構成比
（%） 2018/3期 構成比

（%） 増減

有価証券 1,377,597 67.0 1,392,012 67.0 △ 14,414

国債 607,999 29.6 627,497 30.2 △ 19,497

地方債・社債等 168,538 8.2 171,526 8.2 △ 2,988

外国証券等 601,059 29.2 592,988 28.5 ＋ 8,071

うち外国債券 215,508 10.4 202,443 9.7 ＋ 13,064

うち投資信託 385,309 18.7 390,426 18.7 △ 5,116

金銭の信託
（株式・国債等）

44,489 2.1 42,415 2.0 ＋ 2,074

うち国内株式 23,351 1.1 22,861 1.1 ＋ 489

貸出金 63,802 3.1 61,455 2.9 ＋ 2,346

預け金等 484,262 23.5 493,146 23.7 △ 8,883

短期運用資産・
その他

83,272 4.0 88,306 4.2 △ 5,033

運用資産合計 2,053,425 100.0 2,077,335 100.0 △ 23,910

注1

注3

注4

注1： 「地方債・社債等」は地方債、短期社債、社債、株式。
注2： 投資信託の投資対象は主として外国債券。
注3： 「預け金等」は譲渡性預け金、日銀預け金、買入金銭債権。
注4： 「短期運用資産・その他」はコールローン、債券貸借取引支払保証金等。

注2

国債
29.6%

地方債・社債等
8.2%

外国証券等
29.2%

金銭の信託

（株式・国債等）
2.1%

貸出金
3.1%

預け金等
23.5%

運用資産合計

205兆円

短期運用資産・その他
4.0%
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 当中間期の経常利益は、基礎利益が増加したものの、金融派生

商品費用等のキャピタル損益について、損失が増加したこと等に

より、前中間期比72億円減の1,616億円。
中間純利益は、基礎利益の増加に加えて、無配当特約の増加に

伴う契約者配当準備金繰入額の減少等により、前中間期比174
億円増の687億円。通期業績予想に対して78.1%の進捗率。

 個人保険の新契約及び保有契約年換算保険料は、共に前中間

期（前期末）比で減少したものの、第三分野の新契約及び保有契

約年換算保険料は、共に堅調に推移。注1、注3

 危険準備金及び価格変動準備金を合計した内部留保額は、

2兆9,578億円。

 健全性の指標である連結ソルベンシー・マージン比率は、

1,107.4%、連結実質純資産額は、11兆8,912億円と引き続き
高い健全性を維持。

2019/3期
中間

2018/3期
中間

増減

経常収益 38,983 40,548 △ 1,565
経常費用 37,367 38,859 △ 1,492

経常利益 1,616 1,688 △ 72
中間純利益 687 512 ＋ 174

（参考：単体決算情報）

基礎利益 2,071 1,944 ＋ 127
キャピタル損益 △ 302 △ 24 △ 278
臨時損益 △ 153 △ 233 ＋ 79
経常利益 1,615 1,686 △ 71

個人保険 新契約
年換算保険料

1,845 2,089 △ 243

2019/3期
中間

2018/3期 増減

個人保険 保有契約
年換算保険料注1

47,833 48,595 △ 761

連結ソルベンシー・
マージン比率

1,107.4 1,131.8 △ 24.4

連結実質純資産額 118,912 129,048 △ 10,136

かんぽ生命 決算の概要

当第2四半期（中間期）の経営成績 概要

（億円、％）

注1： 保有契約には簡易生命保険の保険契約を含む。簡易生命保険の保険契約は、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構から受再している簡易生命保険の保険契約をいう。
注2： 金額は億円未満を切捨て。
注3： 第三分野の新契約及び保有契約年換算保険料の数値は、P13「保険契約の状況」を参照。
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260 279 
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0
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2,823 
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0
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1,000
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2,000

2,500

3,000

17/3期中間 18/3期中間 19/3期中間

（億円）

新契約年換算保険料（第三分野）

注1：年換算保険料は億円未満、契約件数は万件未満を切捨て。
注2：年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換算した金額（一時払契約等は、保険料を保険期間等で除した金額）。

年換算保険料（個人保険）は個人保険に係る第三分野を含み、年換算保険料（第三分野）は個人保険と個人年金保険に係る第三分野の合計値。

注3：「新区分」は、かんぽ生命保険が引受けた個人保険を示し、「旧区分」は、かんぽ生命保険が独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構から受再している簡易生命保険契約（保険）を示す。

新契約年換算保険料（個人保険）

新契約

保有契約年換算保険料（個人保険）

32,079 33,673 33,782 

17,716 14,921 14,051 

49,796 48,595 47,833 

0

20,000

40,000

60,000

17/3期末 18/3期末 19/3期中間末

新区分 旧区分
（億円） （億円）

保有契約年換算保険料（第三分野）

保有契約

新契約件数（個人保険）

保有契約件数（個人保険）

（万件）

1,715 1,792 1,805 

1,441 1,248 1,178 

3,156 3,040 2,984 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

17/3期末 18/3期末 19/3期中間末

新区分 旧区分（万件）

かんぽ生命 保険契約の状況
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かんぽ生命 資産運用の状況

（億円）

2019/3期
中間

構成比
（%） 2018/3期 構成比

（%） 増減

有価証券 588,690 78.7 601,309 78.3 △ 12,618

国債 380,329 50.9 395,898 51.5 △ 15,569

地方債 81,285 10.9 85,135 11.1 △ 3,849

社債 55,904 7.5 54,729 7.1 ＋ 1,174

株式 2,359 0.3 1,953 0.3 ＋ 405

外国証券 50,319 6.7 43,475 5.7 ＋ 6,843

その他の証券 18,491 2.5 20,115 2.6 △ 1,623

金銭の信託 30,220 4.0 28,148 3.7 ＋ 2,072

貸付金 71,807 9.6 76,271 9.9 △ 4,463

その他 56,920 7.6 62,583 8.1 △ 5,662

総資産 747,639 100.0 768,312 100.0 △ 20,673

資産合計

74兆円
国債

50.9%

地方債
10.9%

社債
7.5%

外国証券

6.7%

その他
7.6%

貸付金
9.6%

金銭の信託
4.0%

その他の証券
2.5%

株式
0.3%
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2019年 3月期通期業績予想
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2019年3月期通期業績予想

（億円）

注1： 上記はいずれも連結決算ベースの数値であり、当期純利益は、「親会社株主に帰属する当期純利益」の数値を記載。
注2： 日本郵政の当期純利益は、現時点の金融２社株式議決権比率（約89％）等に基づき算出。

1株当たり
配当 配当性向 中間配当 期末配当

50円 53.2% 25円 25円

 配当予想

注1：日本郵政株式会社法第11条に基づき、日本郵政の剰余金の配当その他の剰余金の処分（損失の処理を除く。）については、総務大臣の認可を受けなければその効力を生じない。
注2：配当性向は、修正後の業績予想に基づいて計算したもの。

当第２四半期（中間期）の業績において、日本郵便におけるゆうパック・ゆうパケットの収益が拡大したこと、かんぽ生命における資産運用収益
が堅調に推移したこと等に加え、第３四半期以降の見通しを考慮し、業績予想を以下のとおり見直す。

配当予想の修正は行わない。

経常利益 当期純利益増減
（5月時点業績予想比）

増減
（5月時点業績予想比）

日本郵政グループ 7,300 ＋ 700 3,800 ＋ 500

日本郵便 900 ＋ 330 750 ＋ 300

ゆうちょ銀行 3,700 － 2,600 －

かんぽ生命 2,600 ＋ 400 1,110 ＋ 230

 業績予想
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日本郵便の取り組み
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日本郵便－郵便・物流事業①－ゆうパックのサービス改善

身近で差し出し
－Webを活用した簡単に差し出すサービス －

自宅で確実に受け取るサービス

 ゆうパックスマホ割（2018年9月開始）
・クレジットカードによる事前決済
・発送ラベルをオンラインで簡単に発行
・基本運賃より割安に発送

 ゆうパックあて名ラベル作成アプリの提供
（2018年3月開始）

身近で受け取るサービス

 歩いて5分で受け取り可能なアクセスポイントの
設置（拡大中）
・郵便局やコンビニを中心に、駅のコインロッカー、
商業施設等を含め受取拠点を整備

一人一人のお客さまの荷物の差し出しやすさや受け取りやすさを
追及するための、ゆうパックのサービス改善を実施

 配達希望時間帯の拡充（2018年9月開始）
・「19時～21時」を追加

 指定場所配達サービスの開始（2019年3月開始予定）
・荷受人さまが指定した場所（宅配ボックス、郵便受箱等）に配達

 受取日時・場所の指定ができるサービスの拡充
・初回配達の際の受取場所を勤務先又は郵便局に変更することが
できるサービスを開始(2018年3月開始)
・初回及び再配達の際の受取場所に「コンビニ」・「はこぽす」を追加
(2018年9月開始)
・荷物のお届け予定をメールアドレスに通知し、受取日時や受取場所
の変更ができる配達予告メールを拡充(2019年3月開始予定)

「身近で差し出し、身近で受け取り」
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日本郵便－郵便・物流事業②－ゆうパック取扱個数の推移・単価
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2017年4～9月累計 2018年4～9月累計

389円 423円

2017年 2018年

ゆうパック単価
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日本郵便－金融窓口事業①－金融2社からの安定的な収益

郵便局：約24,000局

金融受託業務

新契約獲得元貯金獲得残高

3,036億円 1,806億円

（拠点数）

郵便局 約24,000局

ゆうちょ直営店 234店舗

郵便局
渉外社員

かんぽ
生命
支店

郵便局

ゆうちょ
直営店

3,031 3,081 3,090 3,018 3,036 

1,813 1,854 1,967 1,895 1,806 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

金融2社からの手数料推移（億円）

銀行
手数料

保険
手数料

郵便・
物流
事業

アフラック等提携先
からの商品提供

不動産
事業

物販
事業

郵便局
窓口 郵便局

かんぽ
生命
支店

（拠点数）

郵便局 約24,000局

かんぽ支店 82支店
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日本郵便－金融窓口事業②－更なる収益確保

不動産事業 提携金融サービス 物販事業
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コンビニエンスストアと郵便局の併設化 ショッピングセンター内への出店 自治体施設への出店

川井郵便局（徳島県）
（2017.3.21 移転）

お客さまの利便性向上に向けた郵便局の展開

横浜東寺尾一郵便局（神奈川県）
（2017.10.10 移転）

イオンモール幕張新都心内郵便局（千葉県）
（2017.7.10 開局）
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日本郵便－国際物流事業－「JP トールロジスティクス株式会社」の発足

JP トールロジスティクス株式会社
（英文名称：JP TOLL LOGISTICS Co.,Ltd.）

航空運送代理店業、利用航空運送事業、
貨物自動車運送事業等

東京都千代田区大手町二丁目 3 番 1 号
大手町プレイス ウエストタワー

代表取締役社長 小野 種紀（おの たねき）

日本郵便株式会社 50%
トールグループ 50%

コントラクトロジスティクスを中心に日本国内の
BtoB 事業を拡大し、日本国内外での総合物流事業の
展開による一貫したソリューションの提供を目指す

1 名称

2 主な事業内容

3 本社所在地

4 代表者

5 出資比率

6 社名ロゴ

7 設立目的

2018 年 10 月 1 日（月）、日本国内における一体的国際物流サービスを提供する子会社として、
「JP トールロジスティクス株式会社」を発足。
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APPENDIX
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グループ－経営体制

【郵政民営化法】

銀行窓口業務 保険窓口業務

株式保有義務 １／3超

郵便窓口業務

ユニバーサルサービス提供義務

金融２社の経営状況、ユニバーサルサービスの責務の履行への影響等を

勘案しつつ、できるだけ早期に全株処分を目指す【郵政民営化法】

まずは、保有割合が50%程度となるまで段階的に売却

業務委託

株式保有割合

約89%
株式保有割合

89%2

2. 自己株式を除く総議決権数に対する議決権の保有割合。2018年9月末現在。

株式保有義務
100%

【郵政民営化法】

株式保有割合

約56.9% 1

1. 発行済株式総数に対する保有割合。2018年9月末現在

郵便・物流事業

国際物流事業

政 府
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グループ－会社関係図

ＪＰサンキュウグローバルロジスティクス㈱
ＪＰビズメール㈱
㈱ＪＰメディアダイレクト

Toll Holdings Limited  及び同社傘下の連結子会社
Toll Holdings Limited  傘下の関連会社 ※1

日本郵便輸送㈱
日本郵便メンテナンス㈱
東京米油㈱
㈱ＪＰロジサービス

郵便・物流事業

国際物流事業

㈱ゆうゆうギフト
ＪＰ東京特選会㈱
セゾン投信㈱ ※1
㈱ジェイエイフーズおおいた ※1
リンベル㈱ ※1

㈱郵便局物販サービス
ＪＰビルマネジメント㈱
ＪＰコミュニケーションズ㈱
日本郵便オフィスサポート㈱
ＪＰ損保サービス㈱
㈱ＪＰ三越マーチャンダイジング

金融窓口事業

日本ＡＴＭビジネスサービス㈱ ※1
ＪＰ投信㈱ ※1

銀行業

かんぽシステムソリューションズ㈱

生命保険業

日本郵政スタッフ㈱
ゆうせいチャレンジド㈱
ＪＰホテルサービス㈱
日本郵政インフォメーションテクノロジー㈱

日本郵政キャピタル㈱
日本郵政不動産㈱
㈱システムトラスト研究所
ＪＰツーウェイコンタクト㈱

（再掲）

日本郵政㈱

その他

日本郵政㈱

日本郵便㈱

㈱ゆうちょ銀行

㈱かんぽ生命保険

2018年9月末現在

ＪＰインベストメント㈱ ※2
ＳＤＰセンター㈱ ※1

※1 持分法適用関連会社 ※2 傘下の連結子会社含む
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日本郵便－郵便法に係る規制

郵便料金について（郵便法第3条）

郵便に関する料金は、郵便事業の能率的な経営の下における適正な原価
を償い、かつ、適正な利潤を含むものでなければならない。

料金の届出又は認可（郵便法第67条第1項、第3項及び第5項）

* 軽量の信書の送達の役務が国民生活において果たしている役割の重
要性、国民の負担能力、物価その他の事情を勘案して総務省令で定め
る額⇒ 現在は82円

種類 主な郵便物の
内容

届出・認可の別

第一種郵便物 封書 届出（25g以下の定形郵便物の
料金には上限*あり）

第二種郵便物 はがき 届出（定形郵便物の最低料金
額より低い額）

第三種郵便物 雑誌、新聞 認可

第四種郵便物 通信教育等 認可

総務大臣は、必要があると認めるときは、料金の変更を命ずることができ
る。

料金の変更命令（郵便法第71条）

（注）個別の役務の原価によらず、郵便料金収入全体をもって費用全体
を償う。

郵便料金に係る規制 ユニバーサル・サービスのサービス水準

引受

【随時かつ簡易な差出し方法として、ポスト（郵便差出箱）の設置】
＜郵便法第７０条第３項第２号、郵便法施行規則第３２条第２項（郵便業務管理規程の
認可基準）＞

・日本郵政公社法施行時（平成15年4月1日）のポスト数（約18万本）を維持
・各市町村等内に満遍なく設置すること

・公道上など常時利用できる場所又は駅、小売店舗などの施設内の公衆の
目につきやすい場所に設置すること

【郵便局の設置】
＜日本郵便株式会社法第６条、日本郵便株式会社法施行規則第４条第１項～第３項＞

・日本郵便株式会社は、あまねく全国において利用されることを旨として郵
便局を設置すること

配達

【週６日原則１日１回の配達】
＜郵便法第７０条第３項第３号、郵便法施行規則第３２条第３項第１号＞

・祝日及び１月２日を除き、月曜日から土曜日までの６日間において、一日
に一回以上郵便物の配達を行うこと

【（差し出された日から）原則３日以内に送達】
＜郵便法第７０条第３項第４号、郵便法施行規則第３２条第５項＞

・以下の地域からの差出しの場合を除き、３日以内に送達

▶１日１回以上郵便物の送達に利用できる交通手段がない離島（本州等と
の間を連絡する道路が整備されていない島に限る） ２週間以内
▶上記以外の離島 ５日以内

【全国あまねく戸別（あて所）配達】
＜郵便法第７０条第３項第３号、郵便法施行規則第３２条第３項第２号＞

・通常の方法により配達できない交通困難地※あての場合等を除き、郵便
物をそのあて所に配達すること
※冬期の山小屋など、日本郵便株式会社が別に定める地域
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日本郵便（連結） 損益計算書 四半期（3か月）単位

（億円）

2019/3期
1Q（4～6月）

2018/3期
1Q（4～6月）

増減
2019/3期
2Q（7～9月）

2018/3期
2Q（7～9月）

増減

営業収益 9,484 9,113 + 371 9,390 9,204 + 185

営業費用 9,233 9,038 + 195 9,386 9,401 △ 15

人件費 5,950 5,824 + 125 5,916 5,983 △ 66

経費 3,283 3,213 + 69 3,469 3,418 + 51

営業損益 251 74 + 176 4 △ 196 + 200

営業収益 4,977 4,616 + 361 4,687 4,473 + 214

営業費用 4,829 4,681 + 147 4,884 4,787 + 97

人件費 3,111 3,000 + 110 3,103 3,080 + 23

経費 1,718 1,681 + 37 1,781 1,706 + 74

営業損益 148 △ 64 + 213 △ 196 △ 314 + 117

営業収益 3,316 3,356 △ 40 3,450 3,414 + 36

営業費用 3,207 3,208 △ 0 3,278 3,324 △ 45

人件費 2,303 2,280 + 22 2,285 2,331 △ 45

経費 904 928 △ 23 993 993 △ 0

営業利益 108 147 △ 39 171 89 + 82

営業収益 1,690 1,627 + 62 1,775 1,797 △ 22

営業費用 1,683 1,635 + 48 1,742 1,760 △ 17

人件費 536 543 △ 7 527 571 △ 43

経費 1,147 1,091 + 55 1,215 1,189 + 25

営業損益 6 △ 7 + 14 32 36 △ 4

郵
便
・
物
流
事
業

金
融
窓
口
事
業

連

結

国
際
物
流
事
業

注： 国際物流事業の2Q（7～9月）数値は、9月までの累計値の円換算額（同期間平均レートで換算）から6月までの累計値の円換算額（同期間平均レートで換算） を差し引いて算出。
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グループ－経常利益・中間純利益の推移

2,134

1,497

1,801

2,237

� 124
� 287

� 171

191

1,592
1,715

1,509

1,815

485 425 512
687

� 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

16/3期 中間 17/3期 中間 18/3期 中間 19/3期 中間

4,733

3,032

4,206 4,158

� 218 � 276
� 128

246

2,233
2,516

2,124
2,571

2,187
1,078

1,688 1,616

� 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

16/3期 中間 17/3期 中間 18/3期 中間 19/3期 中間

（億円）

経常利益の推移 中間純利益の推移

（億円）

※ ゆうちょ銀行の16/3期中間から18/3期中間までは単体決算ベースの数値。その他は連結決算ベースの数値。
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中期経営計画－ 2020年度の利益見通し

一時的な特殊要因
602億円

2017年度実績

ゆうちょ銀行
3,527億円

かんぽ生命保険
1,044億円

日本郵便
584億円

ゆうちょ銀行
2,800億円

かんぽ生命保険
930億円

日本郵便
650億円

2020年度見通し

厳しい経営環境下での外的要因による減収・コスト増を、増収・コスト削減施策により跳ね返し、
2020年度には、2017年度の実質的な利益を上回る利益水準を確保
親会社株主に帰属する
グループ連結当期純利益
4,606億円

親会社株主に帰属する
グループ連結当期純利益
4,100億円＋α

⇑ ＋α

※ 親会社株主に帰属するグループ連結当期純利益は、現状の金融２社の持株比率を前提とした場合のもの

外的要因による
減収・コスト増

施策による
収益拡大

施策による
コスト削減

2017年度の一時的な
特殊要因を除くと
4,004億円

かんぽ生命保険
900億円

日本郵便
484億円

ゆうちょ銀行
3,107億円

睡眠貯金利益金、
選挙関係郵便物など

特殊要因を除く
2017年度実績

成長投資等による
更なる利益拡大

ゆうちょ銀行
3,300億円

かんぽ生命保険
800億円

日本郵便
300億円

2017年度計画
（前中期経営計画）

親会社株主に帰属する
グループ連結当期純利益
4,000億円程度

▲3,700億円
郵便物減少、
賃金単価上昇、
国債等利息収入減

など ＋3,100億円
運賃等の適正化、
ゆうパック拡大、
戦略投資領域収入
や役務収支の増

など

＋700億円
施設・システム費
用の減、要員配置
適正化など
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中期経営計画－ 2020年度の数値目標・配当方針

グループ連結
一株当たり当期純利益 100円以上※

一株当たり配当額 50円以上
（安定的な株主配当を実施）

ゆうちょ銀行
・ 連結経常利益 3,900億円
・ 連結当期純利益 2,800億円
（参考）一株当たり当期純利益74円
・ 自己資本比率10％程度を確保

（金融規制強化考慮後）

・ 総預かり資産残高（対2017年度末）
＋ 1.8兆円程度

うち投信残高 ＋ 1.7兆円程度※

・ 一株当たり配当額 50円確保
（安定的な株主配当を実施）

日本郵便
・ 連結営業利益 900億円

郵便・物流事業 400億円
金融窓口事業 300億円
国際物流事業 200億円

・ 連結当期純利益 650億円
・ ゆうパック取扱個数（対2017年度）

＋2億個程度

かんぽ生命
・ 保有契約年換算保険料

4.9兆円程度
・ 一株当たり当期純利益 155円

（参考）連結当期純利益930億円

・ 経営の健全性を確保しつつ、
一株当たり配当額76円への増
配を目指す

※ 現状の発行済株式数（自己株式除く）を前提とした場合、
親会社株主に帰属する当期純利益は4,050億円程度

※「販売額－解約額」の３年間の累計（時価ベースとは異なる）

(注) 各数値目標の前提となる金利・為替・株価については、2017年12月末の状況を踏まえて設定している。
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グループ－郵政グループ４社の純利益の推移

4,227
4,502 4,189

4,689

5,627

4,790 4,826

4,259

△ 289

4,606
3,800 4,100

221 472

△ 3,852

584 750 650

706

△ 145 △ 47 143
600 329

2,293

2,967 3,163 3,348
3,739 3,546 3,694

3,250 3,122

3,527

2,600

2,800

813 848

885 1,044 1,110 930

383

701 772 677 910
634

� 4,000

� 2,000

0

2,000

4,000

6,000

09/3期 10/3期 11/3期 12/3期 13/3期 14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期 19/3期 21/3期

（連結）

注1： 連結ベースの「当期純損益」は、16/3期より「親会社株主に帰属する当期純利益」 又は「親会社株主に帰属する当期純損失」の数値を記載。
注2： 日本郵便（単体）の13/3期以前の当期純損益は、郵便事業㈱と郵便局㈱の当期純損益の合算値。

（億円）

（予想）

中期経営計画
目標

+α
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【本資料に関するお問合せ先】

日本郵政株式会社 ＩＲ室

Email: irshitsu.ii@jp-holdings.jp 

ディスクレーマー

本資料には、日本郵政グループ及びグループ各社の見通し・目標等の将来に関する記述がなされています。

これらは、本資料の作成時点において入手可能な情報、予測や作成時点における仮定に基づいた当社の判断等によって記述されたものであります。

そのため、今後、経済情勢や景気動向、法令規制の変化その他の幅広いリスク・要因の影響を受け、実際の経営成績等が本資料に記載された内容と
異なる可能性があることにご留意ください。

また、本資料は、米国における証券の募集を構成するものではありません。米国1933年証券法に基づいて証券の登録を行うか又は登録の免除を受け
る場合を除き、米国内において証券の募集又は販売を行うことはできません。米国における証券の公募が行われる場合には、米国1933年証券法に基づ
いて作成される英文目論見書が用いられます。目論見書は、当該証券の発行会社又は売出人より入手することができますが、これには、発行会社及び
その経営陣に関する詳細な情報並びにその財務諸表が記載されます。


